
-
％ 74.2

72.3 78.3 - - - 0.0

06010000  信頼される行政職員の育成
暮
ら
し

職員の研修参加者数
1

313 320 327 333 336 -
人 293

884 0 - - - 0.0

06010000  信頼される行政職員の育成

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
2

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

06020000  住民自治につながる総合計画の確実な推進
暮
ら
し

総合計画を知っている人の割合
3

20 30 40 50 55 -
％ 13.5

15.7 0 - - - 0.0

06020000  住民自治につながる総合計画の確実な推進

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
4

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

06030000  安定した行政情報システム基盤の確保
暮
ら
し

システム安定稼働率
5

100 100 100 100 100 -
％ 100

100 0 - - - 0.0

06030000  安定した行政情報システム基盤の確保

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
6

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

政    策 :

担当部長職・氏名

１．政策の実現状況を明らかにする
(１) 計画のビジョン（政策が実現できたときの状態）

(２) 政策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No 政 策 目 標 指 標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 政策を構成する基本施策及び目標値の達成状況
基 本 施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
基 本 施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ａ 最終更新日：平成29年04月24日 1頁

前期基本計画 平成２９年度 政策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します

企画総務担当部長  加賀谷　建

外部環境が変化する時代に、組織の強化、職員の成長、自主財源の確保に努め、資源の配分を明確化する必要があります。

また、総合計画の方針展開を分かりやすく市民に伝え「住民自治日本一を目指す地域社会計画」の認知度を高めることで「

幸福感を育む地域づくり」を目指します。

前期四年間の展開は、

・総合計画の認知度を高めるための展開

・事務事業の効率化としての番号制度の構築

・公共施設等総合管理計画の策定と保全計画の運用

・自主財源の確保と持続的な健全財政基盤の構築

とするものであります。

これらのことがめざすまちの姿「地域と世代を超えて集い、人との関わりに幸せを実感して地域づくりができるまち」の実

現に向けて、各部門への経営資源の最適な配分をします。この指標として「滝沢市のサービスは良いと感じている人の割合

」で確認していきます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮
ら
し

滝沢市の行政サービスは、良いと感じている人の割合

1 40 42 43 45 46 -
％ 35.8

36 36.4 - - - 0.0

幸
福

滝沢市に愛着がある市民の割合

2 75 75.7 76.4 77 77.7



60000  納税しやすい環境の整備と確実な税財源の確保

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
14

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

06070000  市民に信頼される会計事務の実現
暮
ら
し

伝票返却率
15

10 9.5 9 8 7.5 -
％ 10.5

0 0 - - - 0.0

06070000  市民に信頼される会計事務の実現

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
16

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

政    策 :

担当部長職・氏名

(３) 政策を構成する基本施策及び目標値の達成状況
基 本 施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
基 本 施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ａ 最終更新日：平成29年04月24日 2頁

前期基本計画 平成２９年度 政策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します

企画総務担当部長  加賀谷　建

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06040000  次代につなげる財務基盤の確立
暮
ら
し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
7

6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
％ 6.1

0 0 - - - 0.0

06040000  次代につなげる財務基盤の確立
暮
ら
し

財政健全化判断比率（将来負担比率）
8

45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
％ 51.3

0 0 - - - 0.0

06040000  次代につなげる財務基盤の確立

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
9

62 64 66 68 70 -
パーセント 61

57.6 0 - - - 0.0

06050000  豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税
暮
ら
し

電子申告等の利用率
10

50 53 56 60 61 -
％ 48

53 0 - - - 0.0

06050000  豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税

幸
福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
11

62 64 66 68 70 -
％ 61

57.6 0 - - - 0.0

06050000  豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税
暮
ら
し

固定資産評価審査委員会の容認決定件数
12

0 0 0 0 0 -
件 0

0 0 - - - 0.0

06060000  納税しやすい環境の整備と確実な税財源の確保
暮
ら
し

一般税の収納率
13

94.1 94.4 94.7 95 95.3 -
％ 93.8

96.5 0 - - - 0.0

060



３

性ある基盤の安定を図

．

ります。

・自主財源で

政

ある市税の納付環境、

策

相談体制の確立と適正

の

かつ速やかな滞納処分

実

による税の公平性の担

現

保を図り、確実な税

財

に

源の確保を図ります。

向

・資金の安全で確実及

け

び効率的な運用を行い

て

、会計事務の全庁的資

の

質の向上を図ります。

取

(２) 基本計画内の

り

取り組みと方針のうち

組

、平成29年度の重点

み

課題
・市民参画による

を

総合計画の広報活動の

決

浸透

・番号制度の利用

定

開始に向けた事業推進

す

(自治体間連携)

・公

る

共施設等総合管理計画

(

の策定・固定資産台帳

１

の活用(保全計画等の

)

策定)

・自主財源確保

 

に向けた環境整備と改

政

善(新たな財源確保の

策

プラン)

(３) 基本

の

計画内方針及び平成2

達

9年度重点課題に基づ

成

く優先順位の考え方
・

（

総合計画の市民への認

実

知度の高まりに向けた

現

活動

・経営資源の拡大

）

と適正な配分(財政構

に

造改革プランの策定)

向

・戦略推進のための組

け

織マネジメントと人材

た

育成の推進と進行管理

基本計画期間内の取り組みと方針

様式Ａ 最終更新日：平成29年04月24日 3頁

前期基本計画 平成２９年度 政策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します

企画総務担当部長  加賀谷　建

政策目標値である「滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合」については、第５次総合計画の「総合的に見て、

滝沢市のサービスに満足している」の調査

政

結果を踏まえ新たに設

 

定した指標であります

 

が、これまでの１０年

 

間を分析すれ

ば基準値

 

(H17)42.7％

策

から毎年上昇し続けて

:

いましたが、平成２１

担

年の51.2％をピー

当

クに下降し続け平成２

部

５年には３８．

５%と

長

なり満足度が下がって

職

いる状況です。このこ

・

とは、滝沢のサービス

氏

という広義の意味合い

名

から、経済状況、制度

２

など

の外部要因の影響

．

に起因する可能性もあ

政

るのではないかという

策

理由から、第１次総合

の

計画の前期基本計画で

実

は行政サービス

という

現

指標に変更したところ

に

であります。

外部環境

向

分析として国による税

け

制改正、番号制度によ

て

る事務の効率化、基礎

の

自治体の広域化(中枢

現

拠点都市構想)の実施

状

によ

る各自治体との連

を

携が求められています

認

。また、国の財政状況

識

により、地方交付税等

す

の見通しが難しくなっ

る

てきています。

・社会

(

構造の変化により行政

１

に求められるニーズの

)

増大などに対応し、市

 

民からの信頼を得られ

政

る職員の能力向上を図

策

ると

ともに、求められ

目

る人材像を育成する組

標

織を構築します。

・行

の

政情報を分かりやすく

進

伝え、市民と行政が共

捗

有できる仕組みと総合

状

計画の認知度、活用度

況

を高める仕組みを構築

分

します

。

・住民サービ

析

スの基礎となる情報シ

(

ステムの運用基盤の安

２

定稼働の確保と、効率

)

性、安定性並びにトー

 

タルコストに配慮し

た

政

、適正なシステム調達

策

を実行します。

・番号

の

制度が円滑に導入され

実

、住民負担の軽減と行

現

政運営の効率化を促進

に

します。

・住民自治を

影

支える財政基盤の確立

響

と公共施設等総合管理

す

計画の策定をとおした

る

財産管理の活用を構築

社

します。

・行政を支え

会

る市税の適正な確保の

環

ため、事務の電子化と

境

人材育成による資質の

変

向上に努め、公正、適

化

正な課税により、信

頼



64 13,084 51,635

政    策 :

担当部長職・氏名

(４) 所管基本施策別事業費計画表
基    本    施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 基 本 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ａ 最終更新日：平成29年04月24日 4頁

前期基本計画 平成２９年度 政策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します

企画総務担当部長  加賀谷　建

平成29年度 平成30年度 平成31年度平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

06010000  信頼される行政職員の育成
1

2,349 2,370 △0.9 2,349 2,383 2,383 9,464

06020000  住民自治につながる総合計画の確実な推進
2

23,763 20,010 18.8 25,656 23,129 23,129 95,677

06030000  安定した行政情報システム基盤の確保
3

99,130 79,610 24.5 102,384 137,206 102,669 441,389

06040000  次代につなげる財務基盤の確立
4

95,547 104,431 △8.5 93,888 94,949 94,410 378,794

06050000  豊かな暮らしにつなげる適正で効率的な課税
5

36,922 48,727 △24.2 52,003 57,706 38,275 184,906

06060000  納税しやすい環境の整備と確実な税財源の確保
6

75,510 73,882 2.2 73,489 74,389 75,389 298,777

06070000  市民に信頼される会計事務の実現
7

12,753 12,871 △0.9 12,834 12,9


